
平成 12年 3月期 決算短信 (連結)  平成 12年 5月 24日

上   場   会   社   名    クリナップ株式会社 上場取引所 東

コード番号    7955 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　小    川       健 TEL (03) 3894 - 4771
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 24日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

１. 12年 3月期の連結業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)連結経営成績   （注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 85,836 4.5 2,005 - 1,954 -

11年 3月期 82,147 △ 11.3 △ 833 - △ 785 -

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 517 - 10.58 - 1.1 2.7 2.3

11年 3月期 △ 2,340 - △ 47.83 - △ 4.8 △ 1.0 △ 0.9

(注)①持分法投資損益 12年 3月期           -        百万円          11年 3月期           -        百万円

     ②有価証券の評価損益 442 百万円 デリバティブ取引の評価損益 △ 2 百万円

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 74,384 48,547 65.2 991.94

11年 3月期 72,822 47,367 65.0 967.86

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 3月期 △ 12 △ 972 △ 1,332 13,715

11年 3月期 - - - -

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  10　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 41,500 700 100

通　　期 88,000 2,600 1,100

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               22円   48銭
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１．企業集団の状況

当社が厨房機器、浴槽・洗面機器の製造、販売するほか、子会社クリナップ調理機工業㈱、下仁井田クリ

ナップ工業㈱、九州クリナップ工業㈱は厨房機器の製造、クリナップ岡山工業㈱は厨房機器、浴槽・洗面機

器の製造を行っております。

クリナップ香港リミテッドは当社の製造した厨房機器の販売と、東南アジア等で製造された厨房機器を当

社に販売するほか中国、東南アジア等に販売を行っております。

井上興産㈱は当社および子会社に建材およびステンレス鋼材の供給を行っております。

㈱シス、クリナップサービス㈱、㈱マインドおよびクリナップテクノ㈱は当社が製造、販売する製品・商

品の販売、施工およびアフターサービス等を行っております。

㈱クリナップステンレス加工センターは ステンレス素材の切断 着色加工および販売を行っております、 、 。

また、当社グループの製品等の輸送および荷役については、クリナップ運輸㈱、首都圏運輸倉庫サービス

㈲およびクリナップ岡山運輸㈱が主として行っております。

クリナップキャリアサービス㈱は、主に当社に対する人材派遣事業を行っております。

事業の系統図は次のとおりであります。
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２．経営方針

( )経営の基本方針1
当社は創業以来、顧客への感謝、社会への感謝を経営の心とし、創意・開発による商品づくりを通じて社

会へ奉仕することを基本方針として事業活動を進めてまいりました。

キッチンやバスルームなどの住宅設備は、人々の快適で豊かな暮らしづくりの実現に大きく貢献するもの

と考え、常にユーザーの立場にたった開発姿勢と先進的な技術力で提案し続けてまいりました。

１９９９年１０月に創業５０周年を迎え、改めて企業としての原点を振り返り２１世紀への新しい発展を

期し 「創造、自律、共生」を経営理念として掲げました。独自の技術とアイデアを組み合わせ、利便性の、

高い 環境と調和のとれた商品を創造 提供するだけでなくお客様との継続的なコミュニケーションにより、 、 、

質の高い「快適」を提供し、より信頼される企業を目指してまいります。

( )利益配分に関する基本方針2
当社の使命は、株主をはじめ社員、取引先など会社を取り巻くすべてのものを尊重し、人と社会と環境に

対して責任ある行動をとり 長期的な安定と成長により 最大の利益をあげることにあると考えております、 、 。

したがいまして、株主への利益還元につきましても、長期的な安定配当を継続して行うことを基本方針とし

ております。内部留保資金につきましては、新製品生産設備、情報基盤整備、営業拠点整備等の設備投資に

充て、効率的な経営による収益力の向上と財務体質の強化および資本効率の向上に努めてまいります。

なお、期末配当金につきましては、中間配当金と同じく１株５円とし、年間１０円の普通配当を実施させ

ていただく予定であります。

( )中長期的な経営戦略と課題3
当社では、今後の社会、経済の大きな構造変化への対応と新設住宅着工戸数の低迷が予測される経営環境

の変化に対応するため、中期的な経営戦略として①本業重視、②サービス＆サポート体制の構築、③戦略的

情報システムの構築、④環境保全活動への取り組み、を掲げて事業活動を進めてまいります。特に本業にお

ける商品開発力を強化し、お客様に認めていただける商品の提案と、購入後も安心してご使用いただけるス

ピーディなサービス体制と信頼されるサポート体制の構築に取り組んでまいります。これにより、商品の高

付加価値化による収益力の向上とリフォーム需要の顕在化とそれに繋がる需要の獲得に努めてまいります。

また、環境との共生をはかりながら永続的な事業活動を進めていくことが企業としての使命だと考えてお

り、その具体的な取り組みとして環境マネジメントであるＩＳＯ１４００１の認証を平成１１年９月に鹿島

工場で取得いたしました。今後、他の工場につきましても認証取得を進め、平成１４年度までに子会社を含

むすべての工場で認証取得を完了する予定であります。あわせて、環境に配慮した商品づくり、環境負荷の

低減への取り組みにつきましても積極的に進めてまいりたいと考えております。

なお、平成１２年３月末時点での退職給付債務の積み立て不足は、連結ベースで２２億４千８百万円であ

り、これを平成１２年度から５年間で均等償却する予定であります。
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３．経営成績

( )当期の概況1
当期のわが国経済は、公共投資を柱とする総合経済対策により、景気は底打ちから緩やかな回復へと進ん

でまいりましたが、依然として企業の設備投資、個人消費の低迷が続き、民間主導による景気回復が見られ

ないなど厳しい状況で推移いたしました。

住宅設備機器業界におきましても、住宅ローン減税および低水準の住宅ローン金利を背景に新設住宅着工

戸数は前年比４％増の１２３万戸となったものの、リフォーム需要は依然低迷し、厳しい競争を余儀なくさ

れました。

このような状況の下で、当社は厨房部門、浴槽・洗面部門におきまして、相次いで新商品を投入し需要を

喚起いたしました。特に厨房部門のシステムキッチンにおきましては、平成１０年９月に発売した業界初の

オールスライド収納のステンキャビシステムキッチン「Ｓ．Ｓ 」が期初から寄与したほか、平成１１年９．

月にはさらに収納力を革新的に高めたフロアコンテナシステムキッチン「クリンレディ」を発売し、消費者

から高い評価をいただき順調に売上を伸ばしました。また、浴槽・洗面部門におきましてはシステムバスル

ームで、ユニバーサルデザインの「ラクシーユ」をモデルチェンジするとともに、リフォーム需要を狙った

３／４坪タイプ・１２１６型とメーターモジュール対応の１７１７型を新たに加えました 洗面化粧台では。 、

ビンなどのかたいものを落としても割れない新素材樹脂を洗面ボールに採用した中級タイプの「ファンシ

オ 、多目的に使える「ランエリア 、普及タイプの「ＢＴＳ」を発売いたしました。」 」

営業面におきましては、これらの新商品を中心に商談会、リフォーム相談会などを全国的に開催し、新商

品の浸透を強力に進め、業績の向上に取り組んでまいりました。

この結果、当期の売上高は厳しい業界環境の中で、前期比４．５％増の８５８億３千６百万円となりまし

た。利益面につきましても、新商品の寄与による粗利益率の向上に加え、製造原価の低減などにより、営業

利益が２０億５百万円、経常利益が１９億５千４百万円、また当期純利益につきましても５億１千７百万円

となり、当初の計画を上回る結果となりました。

当期の売上高を部門別に見ますと、厨房部門では、セクショナルキッチンおよび業務用厨房機器が減少し

たものの システムキッチンの新商品が好調に伸びたことから６５７億１千２百万円(前期対比 ％、 ）１０７ ８．

となりました。

浴槽・洗面部門では、平成１１年１０月にシステムバスルームの新商品を発売したものの、上半期の落ち

込みをカバーするにはいたらず、浴槽機器は前期対比６．３％減となりました。また、洗面機器につきまし

ては新商品効果により数量が伸長し､前期対比３．９％増となりました。この結果、浴槽･洗面部門は１７７

億４千３百万円（前期対比 ％）となりました。９６．７

( )次期の見通し2
今後のわが国経済は、緩やかな改善が続くものと考えられますが、企業の設備投資や個人消費など民間需

要の回復力が弱く、また、雇用環境に改善の兆しがみえないなど、依然として不透明感が拭えない状況にあ

ります。

新設住宅着工戸数につきましても 平成１１年度４回目の金融公庫融資件数が前年比５６％減になるなど、 、

先行きの見通しは厳しい状況となっております。さらに、将来の雇用、所得に対する不安感が根強く残って

いる現状から、次年度の着工戸数につきましては前年度比微減の１２０万戸程度と予想しております。

このような状況の中で当社は 主力の厨房部門においてフロアコンテナシステムキッチン クリンレディ、 「 」

の市場への一層の浸透を図るとともに、クリンレディに続く主力商品であるステンキャビシステムキッチン

「Ｓ．Ｓ 」にもフロアコンテナを装備するなど、商品力の強化と販売の拡大を進めてまいります。．

また、住宅設備機器市場が成熟市場になりつつあるとの認識から、商品というハードに加え、施工・サー

ビスなど顧客をサポートする体制の充実を進め、市場における競争力の向上に取り組んでまいります。

平成１３年３月期通期の業績見通しにつきましては、売上高８８０億円、経常利益２６億円、当期純利益

１１億円を予想しております。

なお、次期の利益配当に関する見通しにつきましては、効率的な経営による収益力の向上と財務体質の強

化を図りつつ 安定した配当を継続するという当社の配当政策に基づき 前期と同額の１株当たり１０円 う、 、 （

ち中間配当５円）とさせていただく予定であります。
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４．連結財務諸表等

(1)連結貸借対照表

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当連結会計年度 前連結会計年度

平 成 １ ２ 年 平 成 １ １ 年 比 較 増 減

３月３１日現在 ３月３１日現在 （△ 印 減 ）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

（資 産 の 部） ％ ％

Ⅰ．流 動 資 産 ４５，５８３ ４３，１５５ ２，４２７61.3 59.3
現 金 及 び 預 金 １１，１１４ １６，０２９ △ ４，９１５

受取手形及び売掛金 ２７，０１７ ２２，７９６ ４，２２１

有 価 証 券 ２，８２２ ２３２ ２，５８９

た な 卸 資 産 ３，３０６ ３，０６９ ２３７

繰 延 税 金 資 産 １８９ － １８９

そ の 他 １，２０７ １，０７６ １３１

貸 倒 引 当 金 △ ７４ △ ４９ △ ２５

Ⅱ．固 定 資 産 ２８，７８０ ２９，６４３ △ ８６３38.7 40.7
( )有形固定資産 ２０，０６０ ２１，２４７ △ １，１８６1 27.0 29.2

建 物 及 び 構 築 物 ８，６８１ ９，１２６ △ ４４４

機械装置及び運搬具 ３，９９５ ４，６６１ △ ６６６

工具・器具及び備品 １，０６７ １，１０７ △ ３９

土 地 ６，２９７ ６，２９７ －

建 設 仮 勘 定 １８ ５４ △ ３６

( )無形固定資産 １，７１０ １５７ １，５５２2 2.3 0.2
ソ フ ト ウ ェ ア １，５５４ － １，５５４

そ の 他 １５５ １５７ △ ２

( )投資その他の資産 ７，００９ ８，２３９ △ １，２２９3 9.4 11.3
投 資 有 価 証 券 ２，２８４ ２，５９７ △ ３１２

長 期 差 入 保 証 金 ２，２４５ ２，３６６ △ １２０

繰 延 税 金 資 産 ４３４ － ４３４

そ の 他 ２，２３３ ３，４４９ △ １，２１６

貸 倒 引 当 金 △ １８８ △ １７３ △ １４

Ⅲ．為替換算調整勘定 １ ９ ２ ２ △ ２0.0 0.0

資 産 合 計 ７４，３８４ ７２，８２２ １，５６１100.0 100.0
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（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当連結会計年度 前連結会計年度

平 成 １ ２ 年 平 成 １ １ 年 比 較 増 減

３月３１日現在 ３月３１日現在 （△ 印 減 ）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

（負 債 の 部） ％ ％

Ⅰ．流 動 負 債 １２，８１８ １１，０４８ １，７７０17.2 15.2
買 掛 金 ５，５５４ ４，７５６ ７９８

短 期 借 入 金 ５１０ ７１０ △ ２００

1年以内返済予定の長期借入金 １，６８１ ７４１ ９４０

未 払 金 ３，０４８ ３，１８４ △ １３５

未 払 法 人 税 等 ４４０ １６３ ２７６

未 払 消 費 税 等 ３２５ ２０８ １１６

賞 与 引 当 金 ８４０ ９２７ △ ８６

そ の 他 ４１７ ３５６ ６０

Ⅱ．固 定 負 債 １２，９７４ １４，３７３ △ １，３９９17.5 19.7
社 債 ６，５００ ６，５００ －

長 期 借 入 金 ４，２８０ ５，９６１ △ １，６８１

退 職 給 与 引 当 金 １２ １２ －

長 期 預 り 金 １，２８１ １，２７３ ７

役員退職慰労引当金 ８９９ ６２４ ２７５

そ の 他 － ０ △ ０

負 債 合 計 ２５，７９２ ２５，４２１ ３７１34.7 34.9
（ 少数株主持分 ）

少 数 株 主 持 分 ４ ４ ３ ３ １０0.1 0.1

（資 本 の 部）

Ⅰ．資 本 金 １３，２６７ １３，２６７ －17.8 18.2
Ⅱ．資 本 準 備 金 １２，３５１ １２，３５１ －16.6 17.0
Ⅲ．連 結 剰 余 金 ２２，９２８ ２１，７５０ １，１７８30.8 29.8
Ⅳ．自 己 株 式 △ ０ △ １ １△ △0.0 0.0

資 本 合 計 ４８，５４７ ４７，３６７ １，１７９65.2 65.0
負債・少数株主持分

及 び 資 本 合 計 ７４，３８４ ７２，８２２ １，５６１100.0 100.0
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(2)連結損益計算書

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当連結会計年度 前連結会計年度

自平成１１年４月 １日 自平成１０年４月 １日 比 較 増 減

至平成１２年３月３１日 至平成１１年３月３１日 （ △ 印 減 ）

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

％ ％

Ⅰ．売 上 高 ８５，８３６ ８２，１４７ ３，６８８100.0 100.0
Ⅱ．売 上 原 価 ５６，７９８ ５５，９６０ ８３７66.2 68.1

売 上 総 利 益 ２９，０３７ ２６，１８７ ２，８５０33.8 31.9
Ⅲ．販売費及び一般管理費 ２７，０３２ ２７，０２０ １１31.5 32.9

営 業 利 益 ２，００５ △ ８３３ ２，８３８2.3 1.0△

Ⅳ．営 業 外 収 益 ７５２ ８２７ △ ７５0.9 1.0
受 取 利 息 ３５ ８５ △ ５０

仕 入 割 引 ４４９ ４５１ △ ２

そ の 他 ２６７ ２９０ △ ２２

Ⅴ．営 業 外 費 用 ８０３ ７７９ ２４0.9 0.9
支 払 利 息 ２６７ ２９１ △ ２４

売 上 割 引 ４１６ ４０５ １１

そ の 他 １１９ ８２ ３６

経 常 利 益 １，９５４ △ ７８５ ２，７３９2.3 0.9△

Ⅵ．特 別 利 益 ７１ ３５ ３５0.1 0.0
投資有価証券売却益 ７１ １２ ５８

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － ２０ △ ２０

そ の 他 ０ ３ △ ２

Ⅶ．特 別 損 失 ６５９ １，４９８ △ ８３９0.8 1.8
固定資産売却除却損 ８０ １５５ △ ７５

投資有価証券評価損 ５７ ４５１ △ ３９４

役 員 退 職 慰 労 金 － ２９ △ ２９

従 業 員 特 別 退 職 金 ７２ ３７４ △ ３０１

過年度役員退職慰労引当金繰入額 ２２１ ２２２ △ ０

た な 卸 資 産 処 分 損 １７１ － １７１

西暦２０００年対応費用 ４７ １６８ △ １２０

そ の 他 ９ ９７ △ ８８

税金等調整前当期純利益 １，３６６ △ ２，２４８ ３，６１４1.6 2.7△

法人税、住民税及び事業税 ４１０ １０３ ３０６0.5 0.1
法 人 税 等 調 整 額 ４３２ － － ４３２0.5
少 数 株 主 損 益 （減算） ６ △ （加算） １１ △ １７0.0 0.0

当 期 純 利 益 ５１７ △ ２，３４０ ２，８５８0.6 2.8△
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(3)連結剰余金計算書

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当連結会計年度 前連結会計年度

自平成１１年４月 １日 自平成１０年４月 １日

至平成１２年３月３１日 至平成１１年３月３１日

科 目 金 額 金 額

Ⅰ ． 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２１，７５０

1.その他の剰余金期首残高 － ２３，８１１

2.利 益 準 備 金 期 首 残 高 － ９１６

3.過 年 度 税 効 果 調 整 額 １，０５１ －２２，８０２ ２４，７２８

Ⅱ．連 結 剰 余 金 減 少 高

1. 配 当 金 ３９１ ６３６

2. 取 締 役 賞 与 金 － １３９１ ６３７

Ⅲ．当 期 純 利 益 ５１７ △ ２，３４０

Ⅳ ． 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ２２，９２８ ２１，７５０
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( )連結キャッシュ・フロー計算書4
（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当連結会計年度

自平成１１年４月 １日

至平成１２年３月３１日

科 目 金 額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １，３６６

減 価 償 却 費 ２，６１１

有 形 固 定 資 産 除 却 損 ８０

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 ４０

役員退職慰労引当金の増加額 ２７５

有 価 証 券 の 評 価 損 １１

投 資 有 価 証 券 の 評 価 損 ５７

有 価 証 券 の 売 却 損 ０

投 資 有 価 証 券 の 売 却 益 △ ７１

賞 与 引 当 金 の 減 少 額 △ ８６

長 期 差 入 保 証 金 の 減 少 額 １２０

長 期 前 払 費 用 の 増 加 額 △ ４５０

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ６３

支 払 利 息 １４７

売 上 債 権 の 増 加 額 △ ４，０７７

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △ ４４０

仕 入 債 務 の 増 加 額 ７９８

そ の 他 △ １０６

小 計 ２１４

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ６４

利 息 の 支 払 額 △ １５２

法 人 税 等 の 支 払 額 △ １３８

営業活動によるキャッシュ・フロー △ １２

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ １

有価証券の売却による収入 ２

有形固定資産の取得による支出 △ ６５３

無形固定資産の取得による支出 △ ５９０

投資有価証券の取得による支出 △ ８

投資有価証券の売却による収入 ３３５

長 期 貸 付 金 に よ る 支 出 △ １３２

長期貸付金の回収による収入 ５６

そ の 他 ２０

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９７２

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ ２００

長期借入金の返済による支出 △ ７４１

配 当 金 の 支 払 額 △ ３９１

そ の 他 ０

財務活動によるキャッシュ・フロー △ １，３３２

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 ２

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 △ ２，３１４

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 １６，０２９

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 １３，７１５
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( )連結財務諸表作成のための基本となる事項5

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社

クリナップ調理機工業㈱、下仁井田クリナップ工業㈱、九州クリナップ工業㈱、クリナップ岡山工業㈱、

㈱クリナップステンレス加工センター、井上興産㈱、クリナップ運輸㈱、首都圏運輸倉庫サービス㈲、

クリナップ岡山運輸㈱、クリナップ香港リミテッドの１０社であります。

（２）非連結子会社

㈱シスほか４社であります。なお、非連結子会社５社の総資産、売上高、当期純損益のうち持分に見合う額

及び剰余金のうち持分に見合う額は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社５社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度は、クリナップ香港リミテッドを除き連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のある有価証券……移動平均法による低価法（洗替え方式）

その他の有価証券…………………移動平均法による原価法

子会社は総平均法による原価法

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．商品・製品・原材料・仕掛品については、総平均法による原価法によっております。

ロ．貯蔵品については、最終仕入原価法による原価法によっております。クリナップ運輸㈱は移動平均法に

よる原価法によっております。

（３）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

当社及び国内子会社は、法人税法に規定する方法と同一の基準を採用しており、建物（建物附属設備を

除く ）は定額法、建物以外については定率法により償却を行っております。。

クリナップ香港リミテッドは見積耐用年数による定率法によっております。

ロ．無形固定資産

当社及び国内子会社は、法人税法の規定に基づく定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

クリナップ香港リミテッドは見積耐用年数による定率法によっております。

（４）重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………………当社及び国内子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法

の規定に基づく実績繰入率による繰入限度額のほかに取立不能見込額につ

いてもあわせて計上しております。

賞 与 引 当 金………………従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に対応す

る見込額を計上しております。

退 職 給 与 引 当 金………………従業員に対する退職給与については、当社及び国内子会社は、適格年金制

度を採用しておりますが 一部の連結子会社は引当金と併用しております、 。

役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給見積額を

引当計上しております。

（５）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっております。

（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理………………消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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５．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っておりますが全額償却済みとなっております。

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書における連結会社の利益処分については、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。

【追加情報】

（自社利用ソフトウェア）

前連結会計年度まで、投資その他の資産の「その他」に計上していたソフトウェアについては 「研究開発費、

及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針 （日本公認会計士協会・会計制度委員会報告第 号平成」 12 11
年３月 日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。ただし、31
同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「その他」から無形固定資産の

「ソフトウェア」に科目名を変更し、減価償却の方法については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

（税効果会計の適用）

当連結会計年度から税効果会計を適用しております。これに伴い、税効果会計を適用しない場合に比べ、流動

資産は 百万円、固定資産は 百万円それぞれ増加し、当期純利益は 百万円少なく、連結剰余金期末189 434 432
残高は 百万円多く計上されております。619

【注記事項】

（連結貸借対照表関係） （単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当連結会計年度 前連結会計年度 増 減（△印減）

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２３，７４３ ２２，５５５ １，１８８

２．担保に供している資産

有形固定資産 １，７９９ ２，１３９ △ ３４０

３．保証債務 １７６ １８０ △ ３

内 ＵＳ＄ 千 内 ＵＳ＄ 千130 197
EURO 12 44千 ＳＧ＄ 千

Ａ＄ 千 含む25
ＳＧ＄ 千47

含む

４．受取手形裏書譲渡高 ５，６７５ ４，８８１ ７９３

５．自己株式数 ８９６株 ２，２５６株 △ １，３６０株
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当連結会計年度

現金及び預金勘定 １１，１１４ 百万円

有価証券勘定 ２，８２２ 百万円

計 １３，９３７ 百万円

株式、社債及び公社債投信 △ ２２１ 百万円

現金及び現金同等物 １３，７１５ 百万円

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当連結会計年度 前連結会計年度

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

工 具 ・ 工 具 ・

器 具 及 び その他 合 計 器 具 及 び その他 合 計

備 品 備 品

取 得 価 額 相 当 額 1,575 359 1,934 1,251 350 1,601
減価償却累計額相当額 956 246 1,203 641 180 821
期 末 残 高 相 当 額 618 112 731 609 169 779

（注）リース物件の取得価額相当額は、未 （注）リース物件の取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資 経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低い 産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定し ため、支払利子込み法により算定し

ております。 ております。

（２）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 ３５７ ３４８

１ 年 超 ３７４ ４３１

合 計 ７３１ ７７９

（注）未経過リース料期末残高相当額は、 （注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定 未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低 資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定 いため、支払利子込み法により算定

しております。 しております。

（３）支払リース料、減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 ４２７ ３８１

(減価償却費相当額)

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当連結会計年度

繰延税金資産

株式評価損 ６３百万円

貸倒引当金 ２百万円

投資損失引当金 ４３百万円

賞与引当金 １３１百万円

未払事業税 ２２百万円

役員退職慰労引当金 ３６８百万円

繰越欠損金 ９３百万円

その他 ３２百万円

繰延税金資産小計 ７５７百万円

評価性引当額 △ ８３百万円

繰延税金資産合計 ６７３百万円

繰延税金負債

特別償却準備金 △ ２５百万円

固定資産圧縮積立金 △ ２３百万円

その他 △ ０百万円

繰延税金負債合計 △ ４９百万円

繰延税金資産の純額 ６２４百万円

５．セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

当社及び連結子会社は、住宅及び店舗・事業所用設備機器関連事業とその他事業を行っております。

前連結会計年度及び当連結会計年度においては、住宅及び店舗・事業所用設備機器関連事業の売上高、営業

利益及び資産ともに全セグメントの売上高、営業利益及び資産の９０％超でありますので、事業の種類別セ

グメント情報の開示を省略いたしました。

２．所在地別セグメント情報

前連結会計年度及び当連結会計年度においては、本邦の売上高及び資産が全セグメントの売上高、資産に占

める割合がいずれも９０％超でありますので、所在地別セグメント情報の開示を省略いたしました。

３．海外売上高

前連結会計年度及び当連結会計年度においては、海外売上高は連結売上高の１０％未満でありますので、海

外売上高の開示を省略いたしました。
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６．生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績 （単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当連結会計年度 前連結会計年度

自平成１１年４月 １日 自平成１０年４月 １日

至平成１２年３月３１日 至平成１１年３月３１日 前期対比

区 分 金 額 構成比 金 額 構成比

厨 房 部 門 ４２，０３３ ３８，１９７71.9 69.2 110.0
浴 槽 ・ 洗 面 部 門 １５，１６８ １５，７７５25.9 28.6 96.2
そ の 他 １，２９８ １，１８７2.2 2.2 109.4
合 計 ５８，５００ ５５，ｌ６０100.0 100.0 106.1

(注)金額は、平均販売価格によっております。

（２）受注状況

当社グループの受注生産品の売上高は僅少でありますので記載を省略しております。

（３）販売実績 （単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当連結会計年度 前連結会計年度

自平成１１年４月 １日 自平成１０年４月 １日

至平成１２年３月３１日 至平成１１年３月３１日 前期対比

区 分 金 額 構成比 金 額 構成比

厨 房 部 門 ６５，７１２ ６０，９３６76.5 74.2 107.8
浴 槽 ・ 洗 面 部 門 １７，７４３ １８，３５７20.7 22.3 96.7
そ の 他 ２，３８０ ２，８５４2.8 3.5 83.4
合 計 ８５，８３６ ８２，１４７100.0 100.0 104.5
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７．有価証券の時価等

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当連結会計年度 前連結会計年度

（平成１２年３月３１日現在） （平成１１年３月３１日現在）

連結貸借対照表 連結貸借対照表時 価 評 価 損 益 時 価 評 価 損 益

種 類 計 上 額 計 上 額

( )流動資産に属するもの1
株 式 △ △64 64 0 75 53 22
債 券 6 10 3 6 9 3
そ の 他 150 150 0 150 150 0
小 計 △221 224 3 232 214 18

( )固定資産に属するもの2
株 式 1,710 2,145 435 1,856 1,999 143
債 券 － － － － － －

そ の 他 △146 150 3 314 286 28
小 計 1,856 2,296 439 2,170 2,285 114
合 計 2,078 2,521 442 2,403 2,500 96

（注）１．時価の算定方法

①上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格によっております。

②店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

③非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

当連結会計年度 前連結会計年度

（流動資産に属するもの）

コマーシャル・ペーパー 百万円 － 百万円1,599
マネー・マネージメント・ファンド 百万円 － 百万円1,001

（固定資産に属するもの）

非上場株式（店頭売買株式を除く ） 百万円 百万円。 427 426

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

金利関連 （単位：百万円 単位未満切捨）

当連結会計年度（平成１２年３月３１日現在） 前連結会計年度（平成１１年３月３１日現在）

区 分 種 類 契 約 額 時 価 評価損益 契 約 額 時 価 評価損益

内１年超 内１年超

市場取引 金利スワップ取引

以外の取引 受取変動・支払固定 △ △ △ △200 78 2 2 252 200 4 4

合 計 △ △ △ △200 78 2 2 252 200 4 4

（注）１．時価の算定方法

金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格等に基づき算定しております。

２．上記金利スワップ契約における想定元本は、この金額自体がデリバティブ取引に係わる市場リスク量を示

すものではありません。
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９．関連当事者との取引

役員及び個人主要株主等

資 本 金 事 業 の 議決権等の 関係内容

属 性 会 社 等 住 所 又 は 内 容 又 所有(被所 役員の 事業上 取 引 の 取 引 金 額 科 目 期末残高

の 名 称 出 資 金 は 職 業 有 ） 割 合 兼任等 の関係 内 容

百万円 百万円 百万円

役員及びそ ㈱タカヤス 東京都 不動産 (被所有) 兼任 不動産 建物の 前払費用121 22 1
の近親者が 荒川区 賃貸業 直接 １名 の賃借 賃 借17.5%

議決権の過

半数を所有

している会

社等

( 当該会社

等の子会社

を含む )


